



























































































































































































































































































































































































































































































































75％ 65％ 51% 44％ 40% 42％ 44％
出典：安井淳、『太平洋戦争開戦過程の研究｣、pp.437．原典は『田中新一中将業務日誌」8分冊の5，pp.556｡
21）森山［2012]，pp.127、別宮[2008]、pp.112。
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に257隻135万トンを建造する）を成立させ、海軍の大増強計画を打ち出した。日本海軍もあわてて
｢⑤計画｣、「⑥計画」などの建艦計画を立案したが、経済力が低下傾向にあり、物資の入手もまま
ならなかった状況ではアメリカの軍備増強に並走することなどとても出来るものではなかった（表
5）。
そもそも海軍の基本方針は、北のソ連とはなるべく事を構えず、大陸中国（特に北支）への介入
も最小限に止め、南方海洋への勢力拡大を目指す「北守南進」路線であった｡22）ただこの南進路
線を追求すれば当然英米との対決が予想される。英米戦、特に対米戦について自信の持てない海軍
は、当面、太平洋におけるアメリカとの戦力バランスを一定の比率（対米7割）に保ちつつ、武力
を行使しない外交手段で南進を実行する路線を進めた。しかし三国軍事同盟の締結や南部仏印進駐
後の対日石油禁輸によって状況は一変し、海軍の南進政策にアメリカが立ちはだかることが明白と
なった。このとき海軍は戦力を徐々に削がれ最終的に戦わずしてアメリカに屈服するか（いわゆる
｢ジリ貧論｣)、開戦に踏み切り活路を見出すかという厳しい選択を迫られることになる｡23）日露
戦争後アメリカを仮想敵と標傍することで多額の予算を獲得し戦力を養ってきた海軍にとって、い
まさらアメリカと戦えないことを公にすることは組織の存続にとって致命的である｡24）それに対
し、南方の資源地帯を確保し早期に自給体制を確立すれば、太平洋の戦力バランスを保ちかつ組織
の自存も達成することができる。対米戦力が75％となる今が対米開戦の最後の機会であり、まさに
｢今1戦機ハアトニハコヌ」（軍令部総長．永野修身）という状態が到来したのである｡25）
以上の事実から、経済力および軍事力の面で、1940年から1941年にかけて日米間に大きなパ
ワー・バランスの変化が生じる事態となり、特に日本側はその事実を痛感していたことがわかった。
この事実は(4)式左辺の値を大きく押し上げ、非効率条件における不等式の成立を後押しする効果を
持ったといえる。
次に(4)式右辺、すなわち日米間における交渉の余剰がどれほどあったかを検討してみよう。P.G.
Lauren,G.A.Craig,A.LGeorge[2006]は外交交渉が成立する条件として、それ以上讓歩することが
できないという互いの最低ライン（抵抗点）を確認し、双方が合意に達することのできる「共通の
22）相澤[2002]、第4章、第6章。
23）ただし、すでに海軍は前年ll月15日に対米戦を念頭に置いた「出師準備の第一作業」（戦時編成）に着手し
ていた（日本国際政治学会太平洋戦争原因究明研究部編日米開戦［1988]、pp.47、pp.274)。
24）この点で菊澤[2013]の限定合理性と取引コストによるアプローチは有益な視点を提供している。
25)1941年ll月1日第66回連絡会議での発言（日本国際政治学会太平洋戦争原因究明研究部編資料編[1988]，
pp.550)。ただし海軍内では山本五十六連合艦隊長官や澤本頼雄海軍次官など、この時期においても対米戦
回避を望む人々も少なからず存在した（日本国際政治学会太平洋戦争原因究明研究部編日米開戦[1988]，
pp.290、および安井[2013]，pp.495)｡
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利益」を見出す必要性を挙げている｡26）ここでは交渉の余剰の大きさを日米交渉妥結の可能性と
解釈してその大きさを検討する。
日米交渉におけるアメリカ側の立ち位置はハル国務長官による「ハル四原則」とそれをもとにし
た「ハル・ノート」に明瞭に表れている。前者は①各国の領土保全と主権尊重、②他国への内政
不干渉、③通商上の機会均等を含む平等の原則、④平和的手段によるほか、太平洋の現状を変更し
ないことを調い、後者はこの四原則をもとに①日本の仏印と中国からの軍隊の撤兵、②重慶政府
以外の政権の否認、③三国同盟の否認など10項目の具体的な要求から成っている｡27）この方針は
1920年代から始まった「ワシントン体制（九ヵ国条約による中国領土の保全と門戸開放、不戦条約
による武力による現状変更の禁止：スティムソン・ドクトリン)」を背景としていたが、その根底
には「門戸開放世界の形成」というアメリカのグランド・ストラテジーが関わっている。
C.Layne[2006]はグランド・ストラテジーとしてのアメリカの門戸開放政策には経済面と政治
面があると述べている。自由な貿易体制という経済面の門戸開放が国内外の経済繁栄と安定をもた
らし、民主制度などの政治的な門戸開放が経済面での門戸開放を維持する役割を果たす。そしてこ
のような価値観（アメリカの理想）を世界に浸透させることがアメリカの安全保障にとって死活的
に重要であったことを指摘している｡28）そしてアメリカは武力を用いてでもこの価値観の浸透を
貫いてきた。Layneも述べているように、「1890年代に始まったカリブ海やラテンアメリカの国々
への武力介入以来、アメリカは自分たちの経済の浸透を閉鎖しようとする革命的・民族主義的な政
府に対して、断固たる処置を行ってきた｣29)のである。
このように門戸開放というリベラリズムの思想をリアリズム（武力の使用）で実現するというグ
ランド・ストラテジーを持ち、当時すでに軍事・経済の両面で世界一のパワーを有したアメリカが、
自己の戦略に反する諸国（軍事力で勢力圏を拡大し閉鎖的な政治経済システムを敷こうとしたドイ
ツと日本）と妥協する可能性は極めて低かったといえる。実際、1939年9月に欧州大戦が勃発しナ
チス・ドイツがヨーロッパを席巻するようになると、ドイツとのパワー・バランスが逆転すること
を危倶したアメリカは孤塁を守るイギリスの支援に乗り出す。イギリスにとって中国を含めたアジ
アからの物資調達は自らの戦線を維持していく上で死活的な問題であった。そして、それを支援す
ることが自身の安全保障につながるアメリカにとってアジアにおける日本の軍事行動はもはや許容
26）
27）
28）
29）
Lauren,Craig,GeoIge[2006]、pp.183-186(ただし参照ページ数は邦訳のページ番号を記載)。
北岡[1999]，pp.373およびpp.385．
Layne[2006]、イントロダクション、第1章。またLayneはこのようなアメリカの姿勢が現在まで一貫して
継続していることも指摘している。
Layne[2006]、pp.86(ただし引用ページ数は邦訳のページ番号を記載)。
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できるものではなかった｡30）さらに錫やゴムなどを輸入していた東南アジアに比べ経済的にそれ
ほど大きな利害関係を持っていなかった中国（における日本軍の駐兵）に対してアメリカが強くこ
だわった理由は、現地の特殊事情（大陸における日本の権益取得と防共行動のいきさつ）を考慮せ
ず自身の理念・理想を相手国に押し付ける法律家的かつ道徳的なアメリカ的リベラリズムの外交姿
勢31)が一方にあり、同時に中国を突き放すことがイギリス・オランダとの同盟に与える負の影響
という現実的な側面も考慮したためといえる｡32）
以上のようなアメリカの姿勢に対する日本の立ち位置はどこにあったのだろうか。結果からする
と日本は上記のようなアメリカの要求に応じることができなかった。その理由はハル・ノートにお
ける「中国からの軍隊の撤兵」（華北、内蒙古、海南島）という項目に関し最後まで讓歩すること
ができなかった点にある。つまりこの条件を認めるか否かが日本の立ち位置であった。では日本は
なぜこの条件を呑めなかったのか。それは日露戦争後、特に1930年代以降における日本の対内．対
外政策（グランド．ストラテジー）と密接に関わっている｡33)1920年代にワシントン体制の主要
メンバーであった日本は1930年代にその政策（国際関係を重視し、常に最新の知識を獲得して国を
発展させる）を根本的に変える方向に出た○その軍事レベルにおける具体的な政策が、陸軍主体の
｢総力戦構想」と海軍の「北守南進政策」であった。後者については先に触れた。前者は第1次世界
大戦の経験から今後起こり得る戦争を各国の人的●物的資源を長期間にわたって総動員した国家総
力戦と捉え、それに備えた体制作りを推進するという陸軍の構想である。特に長期持久戦を遂行す
る上で重要なポイントとなったのが軍需物資の自給自足であった。ところが当時の日本の勢力圏内
には必要とする軍需物資の存在量が少なく、総力戦を戦い抜くには不十分な状況にあった。それを
打開しようという意図が満州事変以降における日本の軍事行動を駆り立てる要因となる。さらに陸
30)
31)
32）
3）
川田[2011]、pp.267-268、pp.314。ただし国内の厭戦気分はアメリカの武力介入をなかなか許可しなかった。
国民に参戦を納得させるためにローズヴェルト大統領がとった様々 な行動に関してはKissinger[1994]の
第15章を参照のこと。
Kennan[1985]，pp.67-69、（ただし参照ページ数は邦訳のページ番号を記載)。
Irie[1987]、pp.245、pp.269(ただし参照ページ数は邦訳のページ番号を記載)。
この時期の日本に国家の基本戦略（グランド・ストラテジー）があったかどうかに関しては否定的な意見
もある（例えば山本[2013])。しかしそれらは国家の基本戦略より一段下の戦術面（陸海軍の作戦計画等）
における戦略性の無さに対する評価であり、国家の基本戦略に関するものとは必ずしもいえない。本論文
では、明治以降の日本の基本戦略は「五箇条の御誓文」(1868年3月14日発布）であり、1930年代以降の日
本はこの基本戦略から逸脱したものを採用したという立場をとる（｢天地ノ公道二基」かず、「知識ヲ世界
二求メ」ないまま己の勢力圏の構築に邇進した)。五箇条の御誓文とその成り立ちに関しては松本[1998]
を参照のこと。また日露戦争後から1930年代までの基本戦略についても様々な路線の相克があった。この
点に関しては川田[2013]を参照のこと。
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軍の構想は大陸中国における戦線の膠着状態を南進政策によって打開しようとする戦略を生み、こ
こに海軍の南進政策との一致を見ることになった｡34）政治的に見れば、それが「東亜新秩序」で
あり「大東亜共栄圏」といった構想につながる。このような経緯を見れば、リアリズムの観点から
自己の勢力圏拡大を図っていた日本にとって、中国大陸（華北、内蒙古、海南島）における駐兵と
は総力戦や南進にとって欠かすことのできない基本条件という認識が強く持たれていたことがわ
かる｡35）そうであれば日本が大陸からの撤兵という条件を呑むことは日本のグランド・ストラテ
ジーに対する大転換を迫ることを意味し、当時の陸海軍（特に大陸で多くの死傷者を出していた陸
軍）にとってそれを実行するために被る様々な取引コストは膨大であったと予想できる。したがっ
て駐兵に関して讓歩することは極めて困難な選択であったといえる｡36）
1941年4月から本格化し約8ヵ月に渡った日米交渉から、日米双方は交渉における互いの抵抗点
がどこにあるのかをほぼ理解することとなった。しかし、そこから互いの方針を譲歩することのメ
リットよりもコストを高く評価し、結果として両国は共有されたかもしれない利益を実現できずに
終わった。このような歴史的状況をみれば、交渉の余剰（(4)式右辺の値）は極めて小さかったとい
える。実際、日米間の交渉を担った外務省は敗戦後、外務省出身で当時首相の地位にあった吉田茂
に提出した極秘報告書の中で「日米交渉なるものは、当初から決裂に至る半歳余の折衝において、
双方の主張が根本的に何等の歩み寄りを示せなかった点において特徴的であった」と総括してい
る｡37）以上から、1941年当時の日米関係は戦争という非効率な選択がとられ得る状況に十分あっ
たと結論できる。
ここで(4)式の背後にあるコミットメント問題を十分認識していた日本側の意思決定者の発言を確
認しておこう。1941年8月、膠着状態に陥った日米関係を一挙に解決すべく近衛文麿首相がアメリ
カ大統領ローズヴェルトとの首脳会談を提唱したとき、海軍も含めた国内の多くの勢力はこれを歓
迎した。陸軍もこれで対米戦が回避できるのであれば多少の讓歩も許容するという態度を示した。
会談自体は日米間の基本問題に関して事前の合意を強く求めるアメリカ側の頑なな態度によって破
34）安井［2013]、pp.238-244.
35）川田[2011]、第3章。総力戦全般については三宅正樹、庄司潤一郎、石津朋之、山本文史編著[2013]、『検
証太平洋戦争とその戦略1総力戦の時代』を参照のこと。
36）先ほどの海軍同様、陸軍においても意思決定における限定合理性と取引コストによるアプローチは説得的
であるといえる（菊澤［2013]）。
37）小倉[2003]、pp.189-190。また、もともと距離のあった日米の立ち位置に加え、須藤[1986]は、対立す
る諸問題に日米双方が異なる認識で臨み（現状認識の相違)、最後までそのギャップを埋めることができな
かった（情報伝達の不足）という一連の交渉のあり方が交渉妥結のハードルをさらに高めてしまった点を
指摘している（同、第7章)。
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談に終わった｡38）しかし近衛首相がアメリカ側の要求を「丸呑み」し陸軍の反対を避けるため直
接天皇の裁可を受け会談をまとめるという方針で臨むことを知っていた陸軍は、首脳会談成功（対
米戦回避）を十分あり得る事態だと認識していた｡39）
このような動きに対して終始批判的であったのが陸軍参謀本部の作戦部長で、対米戦の強硬派で
あった田中新一である。彼の論理は以下の言葉にはっきりと表れている。
心配したことは、この妥結は結局一時的なもので、欧州戦争が片付いたのち日本は米英その
他の袋だたきにあうであろうということだった。殊に軍令部総長がいうように来年度後半期以
降になれば海軍力はもはやアメリカ相手に戦いえぬという、［中略］近衛と宮中との短絡によ
り、事が謀略的にしかも一時的に妥協糊塗せられ［ても]、遂に数年ならずして再び太平洋の
破局がくる、そのときには日本は既に戦うに足るべき戦力を失ってしまっているということを
極度に虞れた｡40）
一時的な妥協によって関係改善ができても、欧州戦線がドイツの敗北で終われば、米英がその関
係を反故にし、今まで以上に厳しい態度で日本に臨んでくることは間違いない、それが田中の確信
だった。これは陸軍における責任ある立場の人間がコミットメント問題をはっきりと認識していた
事実を示している。近衛・ローズヴェルト会談が幻に終わった後も東條内閣の外務大臣・東郷茂徳
が日米交渉を継続したが、それ以前から田中のこの考えは徐々に統帥部（参謀本部、軍令部）の基
本姿勢となっていった｡4'）
以上から改めて、パワーの分布が一方に大きく傾くと予想されるとき、パワーが劣勢となる側は
優勢となる側の約束を信用できず戦争という手段を選択してしまう「コミットメントの問題」が
1941年の日米間に確かに存在したことを確認できた。そして国際関係に対する当時の日米の相違
(リアリズムvsリベラリズムの仮面を被ったリアリズム）がコミットメント問題による戦争発生を
38）大杉[2008]，下巻第1章、川田[2011]、pp.272-275、安井[2013]、第三部Vo
39）陸軍省内の対米戦強硬派であった佐藤賢了軍務課長は不成立に終わった首脳会談について「アメリカモ間
抜ケダ無条件会へ（万事彼等ノ都合通り行クノニ」という発言を残している（安井[2013]、pp.435-436、
原典は「石井秋穂大佐回想録｣、pp.780-781)｡
40)安井[2013]、pp.437、原典は田中新一「大東亜戦争への道程七』、pp.448-450。なお[]内のことばは
安井氏の注記である。
41)海軍内の強硬派・永野修身軍令部総長は1941年9月6日の御前会議の前日に杉山元参謀総長と内奏した際
に、「日本トシテハ半年ヤー年ノ平和ヲ得テモ続イテ国難力来ルノテハイケナイノデアリマスニ十年五十
年ノ平和ヲ求ムヘキテアルト考へマス」と発言している（参謀本部編『杉山メモ｣、上、pp.310-311)。
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後押した事情も明らかとなった。対米戦の正否はまた別であるが、日本の対米開戦における意思決
定には「それなりの合理性」があったと結論できる。
5．結語
本論文は1941年の日米開戦を国際関係論におけるパワー推移論の観点から考察したものである。
特に急激で大きなパワー・バランスの変化が生じると予期されたとき、コミットメント問題によっ
て戦争という非効率な紛争解決手段が選択されうるというR・Powellの理論が日米開戦を考えるに
際し重要な枠組みを与え、日米両国のグランド・ストラテジーの相違（リアリズムとリベラリズム）
が戦争発生の条件を後押しした歴史的事情を明らかにした。
ところで、日米開戦を考えることは、同時になぜ日米は開戦を避けることができなかったのかを
考えることでもある。大杉一雄[2008]は日米戦回避に関して9つの機会があったことを指摘して
いる｡42）いずれの機会も開戦の回避に一定の影響を及ぼしたと推察できるものである｡43）ただ
それらの全てが日米関係が抜き差しならない状況に陥ってからの機会であり、本論文で示したよう
に、グランド・ストラテジーの異なる両国が交渉による妥結を見出す基盤は脆かったという当時の
事情を考盧すれば、この機会が果たして現実となったかどうかは断言できない。
むしろ今日の我々、特に日本人が日米開戦にいたる歴史から教訓を引き出すとすれば、「米国を
筆頭とした世界の複数の強国とそのような抜き差しならない状況に陥ること自体を避けることを第
一に考えるべきであった」という点にあろう。本論では、1930年代における日本のワシントン体制
からの離脱の要因を、総力戦（や南進政策）を念頭に置いた戦略物資の自給自足体制（ブロック経
済圏）の構築にあると述べた。総力戦体制を国家の安全保障の一形態と捉えれば、それを頭から否
定することは賢明でない。しかし、それを実現する方法が自給自足というブロック経済圏の構築し
かなかったという思考はあまりに視野狭窄であったといわざるを得ない。このような発想で総力戦
体制を作り上げることができるのは人的・物的資源および歴史的経緯などに関して他国を圧倒する
ほど恵まれた国しかない。日本はそれを顧みず大陸と南方に進出したわけであるが、その結果、ソ
連・中国・イギリス・オランダ、そしてアメリカとの戦いという割に合わない選択をせざるを得な
い状況に自らを追い込んでしまった。アジアと太平洋においてアメリカをはじめとした複数の国と
戦うという行為は、国家間のパワー・バランスを度外視するものであり、リアリズムの観点からす
れば明らかに誤った選択であったといえる。
42）大杉[2008]、下、pp.330-350.
43）特に(5)海軍が戦えない旨を率直に陸軍に明言する、(7)東郷外相あるいは賀屋蔵相が開戦に反対または辞職
する、(9)天皇の聖断、の三つは戦争を阻止する可能性の高い選択肢であったといえる（大杉[2008]、下、
pp.330-331)。
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総力戦の基礎となる経済基盤を武力によるブロック経済圏の形成に求めるのでなく、工業化の
一層の推進と国際交易によって達成するというリベラリズム的選択も可能であったはずだ｡44）原
敬、浜口雄幸時代の国際協調路線を受け継ぎ、後者の選択肢を主張した佐藤尚武（外務官僚、外相）
や石橋湛山（東洋経済新報社）のような人材もまだ日本には存在していたのである｡45）もちろん
当時の日本製品では品質面で欧米諸国、価格面で現地企業との厳しい競争を強いられ、市場からの
撤退を余儀なくされる可能性も大いにあったといえる。しかし時間はかかっても当時の指導者層が
国民の能力を十全に発揮させ得る経済システムを作り上げ、それによって国力を高めることができ
れば、無用な軋礫を生むことなく自国の安全保障を確立することも可能であったろう。戦後日本の
経済面での飛躍はそれが夢物語ではなかったことを示している｡46）
強国とのパワーの格差に直面したとき、「国力＝軍事力」と捉え、軍事的な「好機捕捉」によっ
てのみ対応しようとしてしまったこと、換言すれば経済基盤の強化という「時間のかかる手段」を
選択するにはあまりにも当時の指導者層に真の意味での「臥薪嘗胆」が足りなかったことが、少な
くとも日本側からみた日米開戦の原因であったといえよう。
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